
 

 

○東京国際大学大学院学則 

昭和 59年 4月 1日 制定 

最近改正 2017年 7月 3日 

第 1章 目的 

(目的) 

第 1条 この学則は，東京国際大学学則第 10条により，東京国際大学大学院(以下「本大学

院」という。)に関し，必要な事項を定める。 

2 本大学院は，専門的な学術の理論及び応用を教授研究し，その深奥をきわめて，人類の

福祉と文化の進展に寄与することを目的とする。 

(自己点検・評価等) 

第 1条の 2 本大学院は，教育研究水準の向上を図り，前条の目的を達成するため，本学の

教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行い，その結果を公表するものとする。 

2 前項の点検及び評価については，別に定める。 

(課程) 

第 2条 本大学院に修士課程及び博士課程を置く。 

2 本大学院修士課程においては，広い視野に立って精深な学識を授け，専攻分野における

研究能力又はこれに加えて高度の専門性が求められる職業を担うための卓越した能力を培

うことを目的とする。 

3 本大学院博士課程においては，専攻分野について，研究者として自立して研究活動を行

い，又はその他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎と

なる豊かな学識を養うことを目的とする。 

第 2章 研究科の組織及びその目的 

(組織) 

第 3条 本大学院に次の研究科及び専攻を置く。 

商学研究科 博士課程(前期) 商学専攻 

商学研究科 博士課程(後期) 商学専攻 

経済学研究科 博士課程(前期) 経済学専攻 

経済学研究科 博士課程(後期) 経済学専攻 

国際関係学研究科 修士課程 国際関係学研究専攻 

臨床心理学研究科 博士課程(前期) 臨床心理学専攻 

臨床心理学研究科 博士課程(後期) 臨床心理学専攻 

(研究科の目的) 

第 3条の 2 前条に定める各研究科の人材養成及び教育研究上の目的は，次の各号のとおり

とする。 

(1) 商学研究科は，専門領域の深化と学際的研究・教育を通じて商学・経営情報・会計学・

租税法の専門家を養成する。 
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(2) 経済学研究科は，経済理論研究と実証分析能力の開発により創造性豊かな専門的職業

人と研究者を養成する。 

(3) 国際関係学研究科は，理論と応用の両面において総合的・科学的な知識と政策展開能

力を備えた専門家を養成する。 

(4) 臨床心理学研究科は，心理臨床の理論と実践を通じて臨床心理学の専門家を養成する。 

(収容定員) 

第 4条 本大学院各研究科の収容定員は，次のとおりとする。 

研 究 科 専 攻 入学定員 収容定員 

商学研究科 博士課程(前期) 商学専攻 30 60 

商学研究科 博士課程(後期) 商学専攻 3 9 

経済学研究科 博士課程(前期) 経済学専攻 20 40 

経済学研究科 博士課程(後期) 経済学専攻 3 9 

国際関係学研究科 修士課程 国際関係学研究専攻 20 40 

臨床心理学研究科 博士課程(前期) 臨床心理学専攻 25 50 

臨床心理学研究科 博士課程(後期) 臨床心理学専攻 2 6 

第 3章 修業年限，在籍期間，学年，学期及び休業日 

(修業年限) 

第 5条 修士課程の標準修業年限は 2年とし，博士課程の標準修業年限は 5年とする。 

2 博士課程は，これを前期 2年及び後期 3年の課程に区分し，前期 2年の課程は，これを

修士課程として取り扱うものとする。 

(長期履修学生) 

第 5条の 2 本大学院各研究科の修士課程及び博士課程(前期)においては，学生が職業を有

している等の事情により，標準修業年限の 2年を超え，3年又は 4年にわたり計画的に教育

課程を履修し，課程の修了を希望する旨を申し出たときは，当該学生を長期履修学生として

受け入れることがある。 

(在籍期間) 

第 6条 修士課程及び博士課程(前期)においては 4年，博士課程(後期)にあっては 6年を超

えて在籍することはできない。ただし，在籍期間の計算にあたっては，第 32条の休学期間

は，在籍期間に算入しない。 

(学年) 

第 7条 学年は，毎年 4月 1日に始まり翌年 3月 31日に終わる。 

2 前項において規定する学年の途中においても，学期の区分に従い，学生を入学させ及び

修了させることができる。 

(学期) 
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第 8 条 1年度を 2 学期に分け，それぞれを春学期（セメスター），秋学期（セメスター）

と称する。各学期の始期及び終期は，毎年度の学年暦をもって定める。但し，学長は授業の

開始終了について，変更することができる。 

(休業日) 

第 9 条 休業日は次のとおりとする。ただし，休業日でも授業をし又は試験を行うことが

ある。 

(1) 日曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

(3) 本学の創立記念日 10月 23日 

(4) 春期休業 2月 11日から 3月 31日まで 

(5) 夏期休業 7月 30日から 9月 15日まで 

(6) 冬期休業 12月 25日から 1月 7日まで 

2 臨時の休業日及びその他の変更については，その都度これを定める。 

第 4章 授業科目・単位及び履修方法 

(研究科の教育) 

第 10条 各研究科の教育は，授業科目の授業及び学位論文の作成等に対する指導(以下「研

究指導」という。)によって行うものとする。 

2 各研究科において，教育上特別の必要があると認められる場合には，夜間その他特定の

時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことがあ

る。 

(授業科目) 

第 11条 各研究科に開設する授業科目及びその単位数は，別表 1のとおりとする。 

(単位の計算) 

第 12 条 授業科目に対する単位の計算方法は，東京国際大学学則第 14 条第 1 項第 1 号及

び第 2号の規定を準用する。 

(履修) 

第 13条 授業科目の選択に当たっては，予め指導教員の指導を受け，履修の届け出を行う

ものとする。 

2 授業科目の履修については，別に定める各「研究科履修規程」による。 

(他研究科等の授業科目の履修) 

第 14条 各研究科が教育研究上必要があると認めたときは，別表 1に定める授業科目のほ

か，各研究科が認める本大学院の他研究科又は他の大学の大学院の授業科目を履修させる

ことができる。 

2 前項により修得した授業科目の単位は，10単位を超えない範囲で各研究科の課程修了の

要件となる単位として認める。 

3 第 1項及び第 2項の規定は，外国の大学の大学院に留学する場合及び外国の大学の大学
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院が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する場合にも準用する。 

4 後学期入学生が本大学院の他研究科の通年の授業科目を履修する場合は，原則として翌

年 4月に開講される授業科目から履修しなければならない。 

(学部授業科目の履修) 

第 15条 教育研究上必要があると認めたときは，各研究科は，本学学部の授業科目を履修

させることができる。 

2 前項により修得した学部の単位は，研究科の課程修了の要件となる単位とはしない。 

3 科目履修料は，科目等履修生規程に定める金額とするが，8単位を限度として免除する。

また，登録料はこれを免除する。 

(入学前の既修得単位の認定) 

第 16条 本大学院研究科が教育研究上有益と認めるときは，本大学院に入学する前に，大

学院において履修した授業科目について修得した単位(科目等履修生として修得した単位を

含む。)を，10単位を超えない範囲で本大学院研究科において修得したものとみなすことが

できる。 

2 前項により，本大学院研究科において修得したものとみなすことができる単位数は，第

14 条第 2 項及び第 3 項により各研究科の課程修了の要件となる単位数と合わせて 10 単位

を超えないものとする。 

第 17条  削除  

第 5章 課程修了の認定 

(試験) 

第 18条 履修科目については試験を行う。試験は，筆記若しくは口頭試験又は研究報告に

よるものとする。 

2 病気その他やむを得ない事由のため試験を受けられなかった者には，願い出により追試

験を行うことがある。 

3 成績の評価は，A（96点以上 100点），A－（92点以上 95点），B＋（88点以上 91点），

B（84 点以上 87 点），B－（80 点以上 83 点），C＋（76 点以上 79 点），C（72 点以上 75

点），C－（68点以上 71点），D+（64点以上 67点），D（60点以上 63点），F（59点以下）

の 11種類とし，A～Dを合格とし所定の単位を与え，Fは不合格とし単位を与えない。 

(課程の修了) 

第 19 条 本大学院の修士課程又は博士課程(前期)の修了要件は，当該課程に 2 年以上在学

し，かつ，必要な研究指導を受けた上，別表 2に定める所定の単位を修得し，修士の学位論

文審査及び最終試験に合格することとする。 

2 前項に規定する在学期間に関しては，優れた業績を上げた者については，大学院に 1年

以上在学すれば足りるものとする。これに関する規程は，学長が別途定める。 

3 本大学院の博士課程(後期)の修了要件は，当該課程に 3 年以上在学し，かつ，必要な研

究指導を受けた上，別表 2 に定める所定の単位を修得し，博士の学位論文審査及び最終試
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験に合格することとする。ただし，在学期間に関しては，優れた研究業績を上げた者につい

ては，修士課程，博士課程(前期)又は専門職学位課程における在学期間を含み大学院に 3年

以上在学すれば足りるものとする。 

4 前項のただし書きにかかわらず，本大学院学則第 25 条第 2 項により，大学院入学資格

に関し，修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の学力があると認められ入学し

た者の在学期間に関しては，優れた研究業績を上げた者については，大学院に 1 年以上在

学すれば足りるものとする。 

(最終試験) 

第 20条 最終試験は，学位論文を中心として筆記又は口頭により行う。 

第 6章 学位の授与 

(学位) 

第 21条 各研究科委員会において第 19条に定める要件を充たしたと認められる者に対し，

学長より学位を授与する。 

(学位の種類) 

第 22条 大学院において授与する学位は，次のとおりとする。 

商学研究科 博士課程(前期) 商学専攻 修士(商学) 

商学研究科 博士課程(後期) 商学専攻 博士(商学) 

経済学研究科 博士課程(前期) 経済学専攻 修士(経済学) 

経済学研究科 博士課程(後期) 経済学専攻 博士(経済学) 

国際関係学研究科 修士課程 国際関係学研究専攻 修士(国際関係学) 

臨床心理学研究科 博士課程(前期) 臨床心理学専攻 修士(心理学) 

臨床心理学研究科 博士課程(後期) 臨床心理学専攻 博士(心理学) 

(学位論文) 

第 23条 修士及び博士の学位論文の提出，その審査及び最終試験については，別に定める

「東京国際大学学位規程」による。 

2 第 19条第 2項の規定に基づき，1年以上の在学期間で修了が認められる者については，

当該研究科の指定する期日までに修士論文を提出し，その審査及び試験に合格しなければ

ならない。これについては「東京国際大学学位規程」の定めによる。 

第 7章 入学，編入学，転学，留学，休学，退学，除籍，科目等履修生及び研究生 

第 24条 削除 

(入学資格) 

第 25 条 本大学院修士課程及び博士課程(前期)に入学することのできる者は，次の各号の

一に該当する者とする。 

(1) 学士の学位を有する者 

(2) 外国において，学校教育における 16年の課程を修了した者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当
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該外国の学校教育における 16年の課程を修了した者 

(4) 文部科学大臣が定める基準を満たす専修学校の専門課程を文部科学大臣が定める日以

後に修了した者 

(5) 文部科学大臣の指定した者 

(6) 大学に 3年以上在学し，又は外国において学校教育における 15年の課程を修了し，所

定の単位を優れた成績をもって修得したものと本大学院が認めた者 

(7) 本大学院において，個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と同等以上の学力

があると認めた者で，22歳に達したもの 

2 本大学院博士課程(後期)に入学することのできる者は，次の各号の一に該当する者とす

る。 

(1) 修士の学位又は専門職学位を有する者 

(2) 外国において，修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(3) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し，修士の学位又

は専門職学位に相当する学位を授与された者 

(4) 文部科学大臣の指定した者 

(5) 本大学院において，個別の入学資格審査により，修士の学位又は専門職学位を有する

者と同等以上の学力があると認めた者で，24歳に達したもの 

(入学志願) 

第 26条 入学志願者は，別表 3に定める入学検定料を添え，指定期日までに所定の必要書

類を提出しなければならない。 

(入学試験) 

第 27条 入学志願者に対しては，書類選考並びに入学試験を行う。 

2 入学試験に合格した者の所定の手続きの完了をまって，学長はこれに入学の認証を与え

入学を許可する。 

(入学手続き) 

第 28条 入学を許可された者は，速やかに所定の書類を提出しなければならない。 

(編入学) 

第 29条 他大学の大学院から編入学を志望する者に対して，受け入れの余裕がある場合に

限り，選考の上入学を許可することがある。 

(転学) 

第 30条 他大学の大学院に転学を希望する者は，事前に許可を受けなければならない。 

(留学) 

第 31 条 学生は，学長の承認を受けて在学中外国の大学に留学し学修することができる。 

2 前項の留学の取り扱いについては別に定める。 

(休学及び復学) 

第 32条 病気又はやむを得ない事由により休学を願い出る者に対してこれを許可すること
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がある。ただし，休学許可の有効期限は当該年度限りとする。 

2 休学は，願い出により許可された者に限り，さらに 1か年延長することができる。 

3 休学者が復学しようとする場合は，許可を受けなければならない。 

4 休学中の者も学費を納入しなければならない。ただし学費減免の取り扱いについては別

に定める。 

(退学) 

第 33条 退学しようとする者は，その理由を付し事前に許可を受けなければならない。 

2 前項による退学者が再入学を希望する場合は，これを許可することがある。 

(除籍) 

第 34条 次の各号の一に該当する者は，除籍とする。 

(1) 理由なく指定期日までに学費を納入しない者 

(2) 所定の休学期間終了後も復学しなかった者 

(3) 最長在籍年限を超えた者 

(4) 本学からの再三の連絡，呼び出し等に応じない者又は行方不明となった者 

(5) その他本学の定める所定の手続きを怠った者 

2 前項による除籍者については，原則として再入学を認めない。 

3 除籍者の復籍については，別に定める。 

(科目等履修生) 

第 35条 本大学院の学生以外の者で本大学院研究科における授業科目を履修し，単位の修

得を希望する者があるときは，正規学生の研究並びに指導に支障のない範囲において，その

者の学力を考査し，科目等履修生として受け入れることがある。 

2 科目等履修生に関し必要な事項は，別に定める。 

(研究生) 

第 36条 本大学院の学生以外の者で本大学院研究科において特定事項の研究を希望する者

(他大学の大学院又は企業・公共団体等からの委託によって一定期間指導教員の指導を受け，

特定事項の研究に従事する者を含む。)があるときは，正規学生の研究並びに指導に支障の

ない範囲において，その者の学力を考査し，研究生として受け入れを許可することがある。 

2 研究生に関し必要な事項は，別に定める。 

第 37条 削除 

第 8章 納入金 

(入学時納入金) 

第 38条 入学を許可された場合は，別表 3に定める入学金及び学費を指定期日までに納入

しなければならない。 

2 入学手続きを完了した者が，指定期日までに入学辞退を申し出た場合は，入学金を除き

学費を返還する。 

(学費) 

file:///G:/reiki_int/reiki_honbun/x376RG00000005.html%23e000000679
file:///G:/reiki_int/reiki_honbun/x376RG00000005.html%23e000000692
file:///G:/reiki_int/reiki_honbun/x376RG00000005.html%23e000000689
file:///G:/reiki_int/reiki_honbun/x376RG00000005.html%23e000001258


 

 

第 38条の 2 本大学院在学者の学費は，指定期日までに納入しなければならない。 

2 既納の納入金は，指定期日までに休学又は退学の申し出があった場合，別の定めにより

返還することがある。 

(納入金の減免等) 

第 39条 学費減免の取り扱いについては，別に定める。 

(受講料等) 

第 40条 科目等履修生及び研究生は，別に定める受講料及び諸費の総額を指定期日までに

納入しなければならない。 

2 既納の受講料等は，理由の如何にかかわらずいっさい返還しない。 

第 9章 賞罰 

(表彰) 

第 41条 人物及び学業に優れ他の学生の模範と認められる者に対して，常務会の議を経て

学長がこれを表彰することがある。 

(懲戒) 

第 42条 学生が法令，大学院学則その他諸規則に違反した場合は，就学管理委員会の意見

を徴し，常務会の議を経て学長がこれを懲戒する。 

2 懲戒は，訓告，停学及び処分退学とする。 

3 懲戒の判断に当たっては別に定める「東京国際大学学生懲戒判断基準」に，懲戒の手続

き等については別に定める「学生の懲戒に関する規程」に，それぞれよるものとする。 

(処分退学) 

第 43条 次の各号の一に該当する者は，処分退学とする。 

(1) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

(2) 学力劣等で改善の見込みがないと認められる者 

(3) 正当な理由がなくて出席常でない者 

(4) 学校の秩序を乱す等，学生としての本分に反した者 

2 前項による処分退学者については，再入学を認めない。 

第 10章 奨学金 

(奨学金) 

第 44条 特に学術優秀な者には，本学奨学金を給付する。 

2 奨学金の給付については，別に定める。 

第 11章 教員及びその組織 

(教員) 

第 45条 本大学院各研究科に研究科長を置く。 

2 本大学院の教員は，本学の教授，准教授，専任講師及び助教をもってこれに充てる。こ

のほか客員教員及び非常勤講師を置くことができる。これらについては別に定める。 

(研究科委員会) 
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第 46条 各研究科に研究科委員会を置く。 

2 研究科委員会の組織及び運営については別に定める。 

(教授会) 

第 47条 本学大学院は，教育及び研究に関する次の事項について学長に対し意見具申する

ため，大学と共通の機能別教授会を置く。 

(1) 学生の入学，卒業及び課程の修了に関する事項 

(2) 学位の授与に関する事項 

(3) その他，教育研究に関する重要事項で，教授会の意見を徴することが必要なものとして

学長が定める事項 

(各種委員会) 

第 48条 大学院各研究科に各種委員会を置く。 

2 各種委員会の組織及び運営については別に定める。 

第 12章 事務組織 

(事務組織) 

第 49条 本大学院の事務組織及びその組織については別に定める。 

第 13章 改廃手続き 

(改廃) 

第 50条 この学則の改廃は，理事会の議を経て，理事長がこれを行う。但し，文部科学大

臣の認可を要する事項の変更については，当該認可を受けなければその効力を生じない。 

第 14章 雑則 

(東京国際大学学則の適用) 

第 51 条 この学則において特に定めのない事項については，「東京国際大学学則」の例に

よる。 

附 則 

この学則は，昭和 59年 4月 1日から施行する。 

附 則 

1 改正後のこの学則は，昭和 61年 4月 1日から施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生に対しては，本改正学則の規定にかかわらず，な

お従前の例による。 

附 則 

改正後のこの学則は，昭和 62年 4月 1日から施行する。 

附 則 

1 改正後のこの学則は，昭和 63年 4月 1日から施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生に対しては，本改正学則の規定にかかわらず，な

お従前の例による。 

附 則 



 

 

1 改正後のこの学則は，平成 2年 4月 1日から施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生に対しては，本改正学則の規定にかかわらず，な

お従前の例による。 

附 則 

改正後のこの学則は，平成 3年 7月 1日から施行する。 

附 則 

改正後のこの学則は，平成 4年 4月 1日から施行する。 

附 則 

改正後のこの学則は，平成 5年 4月 1日から施行する。 

附 則 

1 改正後のこの学則は，平成 6年 4月 1日から施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生に対しては，本改正学則の規定にかかわらず，な

お従前の例による。 

附 則 

1 この学則は，平成 7年 4月 1日から改正施行する。 

2 改正学則施行日前から在学する学生については，この改正学則の規定にかかわらず，な

お従前の例による。但し，休業日については，第 6条の規定による。 

3 改正学則施行日前から商学研究科博士課程の後期又は前期に在学する学生が，別表 1に

記載する授業科目のうち保険論特殊研究又は経営組織論研究を履修し，単位を修得したと

きは，その単位は別表 2に定める必要修得単位数に含めることができる。 

附 則 

1 この学則は，平成 8年 4月 1日から改正施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生については，この改正学則の規定にかかわらず，

なお従前の例による。 

附 則 

1 この学則は，平成 9年 4月 1日から改正施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生については，この改正学則の規定にかかわらず，

なお従前の例による。 

附 則 

1 この学則は，平成 10年 4月 1日から改正施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生については，この改正学則の規定にかかわらず，

なお従前の例による。 

附 則 

1 この学則は，平成 11年 4月 1日から改正施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生については，この改正学則の規定にかかわらず，

なお従前の例による。 
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附 則 

1 この学則は，平成 12年 4月 1日から改正施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生については，この改正学則の規定にかかわらず，

なお従前の例による。 

附 則 

この学則は，平成 12年 4月 1日から改正施行する。 

附 則 

1 この学則は，平成 13年 4月 1日から改正施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生については，この改正学則の規定にかかわらず，

なお従前の例による。 

附 則 

1 この学則は，平成 14年 4月 1日から改正施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生については，この改正学則の規定にかかわらず，

なお従前の例による。 

附 則 

この学則は，平成 15年 4月 1日から改正施行する。 

附 則 

1 この学則は，平成 16年 4月 1日から改正施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生については，この改正学則の規定にかかわらず，

なお従前の例による。 

附 則 

この学則は，平成 17年 4月 1日から改正施行する。 

附 則 

この学則は，平成 18年 4月 1日から改正施行する。 

附 則 

この学則は，平成 19年 4月 1日から改正施行する。 

附 則 

1 この学則は，平成 19年 4月 1日から改正施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生については，この改正学則の規定にかかわらず，

なお従前の例による。 

附 則 

1 この学則は，平成 20年 4月 1日から改正施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生については，この改正学則の規定にかかわらず，

なお従前の例による。 

附 則 

1 この学則は，平成 21年 4月 1日から改正施行する。 



 

 

2 第 25条(入学資格)第 1項第 4号の規定については，平成 21年度入学を志願する者から

適用する。 

3 第 38条(入学時納入金)別表 3の規定については，平成 21年度入学を志願する者から適

用する。 

附 則 

1 この規程は，平成 23年 4月 1日から改正施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生については，この改正学則の規定にかかわらず，

なお従前の例による。 

3 第 7条(学年)第 1 項及び第 2 項，第 8 条(学期)並びに第 15条(学部授業科目の履修)の規

定については，改正学則の施行日前から在学する学生に対しても適用する。 

附 則(平成 24年 4月 1日) 

1 この学則は，平成 24年 4月 1日から改正施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生については，この改正学則の規定にかかわらず，

なお従前の例による。 

3 第 15条(学部授業科目の履修)の規定については，改正学則の施行日前から在学する学生

に対しても適用する。 

附 則 

1 この学則は，平成 25年 4月 1日から改正施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生については，この改正学則の規定にかかわらず，

なお従前の例による。 

3 第 11 条(授業科目)別表 1 経済学研究科博士課程(前期)経済学専攻に規定する授業科目

「共同演習」の履修については，改正学則の施行日前から在学する学生に対しても適用する。 

附 則 

1 この学則は，平成 25年 4月 1日から改正施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生については，この改正学則の規定にかかわらず，

なお従前の例による。 

附 則 

1 この学則は，平成 26年 4月 1日から施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生については，この改正学則の規定にかかわらず， 

なお従前の例による。 

3 本改正学則の施行により学生募集が停止される社会学研究科は，平成 26年 3月 31日 

に当該研究科に在学する者が当該研究科に在学しなくなるまで存続するものとし，改正前

学則の当該研究科に係わる諸規定が引き続き適用されるものとする。 

4 第 42条（懲戒）第 3項の規定は，改正学則の施行日前から在学する学生についても適 

用する。 

附 則 

file:///G:/reiki_int/reiki_honbun/x376RG00000005.html%23e000000567
file:///G:/reiki_int/reiki_honbun/x376RG00000005.html%23e000000741
file:///G:/reiki_int/reiki_honbun/x376RG00000005.html%23l000000000
file:///G:/reiki_int/reiki_honbun/x376RG00000005.html%23e000000290
file:///G:/reiki_int/reiki_honbun/x376RG00000005.html%23e000000300
file:///G:/reiki_int/reiki_honbun/x376RG00000005.html%23e000000391


 

 

1 この学則は，平成 26年 4月 1日から施行する。 

2 第 17 条（教育職員免許状）の削除に係る本学則改正の施行日前から在学する学生につ

いては，改正前学則の第 17条が引き続き適用されるものとする。 

附 則 

この改正学則は，平成 27年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は，平成 28年 3月 16日から施行する。 

附 則 

1 この改正学則は，平成 28年 4月 1日から施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生については，この改正学則の規定にかかわらず，

なお従前の例による。 

附 則 

この改正学則は，平成 28年 5月 26日から施行する。 

附 則 

1 この改正学則は，2016年 9月 1日から施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生については，この改正学則の規定にかかわらず，

なお従前の例による。 

附 則 

1 この改正学則は，2017年 4月 1日から施行する。 

2 この改正学則のうち第 15 条第 3 項に係る改正は，当該改正の施行日前から在学する学

生についてはこれを適用せず，なお従前の例による。 

3 この改正学則の別表 3 のうち入学検定料については，施行日前に実施される 2017 年 4

月入学に係る志願者の入学検定に遡ってこれを適用する。 

附 則 

1 この改正学則は，2017年 4月 1日から施行する。 

2 改正学則の施行日前から在学する学生に対しては，この改正学則の規定にかかわらず，

なお従前の例による。 

附 則 

この改正学則は，2017年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この改正学則は，2017年 7月 3日から施行する。  

附 則 

この改正学則は，2017年 9月 1日から施行する。 

 

 



別表１（第１１条）

商学研究科　博士課程(前期）　商学専攻

２

２

経 営 工 学 研 究 Ⅱ ２

情 報 経 営 論 研 究 Ⅰ ２

情 報 経 営 論 研 究 Ⅱ ２

意 思 決 定 論 研 究 Ⅱ

経 営 学 研 究 Ⅰ

経 営 学 研 究 Ⅱ

経 営 管 理 論 研 究 Ⅰ

２

企 業 者 論 研 究 Ⅰ

企 業 者 論 研 究 Ⅱ

経 営 戦 略 論 研 究 Ⅰ

経 営 管 理 論 研 究 Ⅱ

国 際 経 営 学 研 究 Ⅰ

国 際 経 営 学 研 究 Ⅱ

商 業 史 研 究 Ⅱ

フ ァ イ ナ ン ス 研 究 Ⅰ

フ ァ イ ナ ン ス 研 究 Ⅱ

ビ ジ ネ ス ・ ロ ー 研 究 Ⅰ

主
　
　
　
　
　
要
　
　
　
　
　
科
　
　
　
　
　
目

２

２

２

２

２

現 代 企 業 論 研 究 Ⅱ

経 営 組 織 論 研 究 Ⅰ

経 営 組 織 論 研 究 Ⅱ

財 務 管 理 論 研 究 Ⅰ

財 務 管 理 論 研 究 Ⅱ

経 営 戦 略 論 研 究 Ⅱ

２

ベ ン チ ャ ー 起 業 論 研 究 Ⅰ

ベ ン チ ャ ー 起 業 論 研 究 Ⅱ

商 業 史 研 究 Ⅰ 意 思 決 定 論 研 究 Ⅰ

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

商 学 系 列 特 論 Ｂ

商 学 系 列 特 論 Ｃ

商 学 系 列 特 論 Ｄ

ビ ジ ネ ス ・ ロ ー 研 究 Ⅱ

２

２

２

２

２

２

２

授　　業　　科　　目

リ ス ク ・ 保 険 論 研 究 Ⅱ

交 通 論 研 究 Ⅰ

交 通 論 研 究 Ⅱ

流 通 論 研 究 Ⅰ

流 通 論 研 究 Ⅱ

マーケティングマネジメント論研究Ⅰ

国 際 金 融 論 研 究 Ⅱ

金 融 論 研 究 Ⅱ

リ ス ク ・ 保 険 論 研 究 Ⅰ

国 際 金 融 論 研 究 Ⅰ

マーケティングマネジメント論研究Ⅱ

貿 易 論 研 究 Ⅰ

貿 易 論 研 究 Ⅱ

金 融 論 研 究 Ⅰ

２

商 学 研 究 Ⅰ

商 学 研 究 Ⅱ

国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ 論 研 究 Ⅰ

マーケティング・リサーチ論研究Ⅱ

マーケティング・リサーチ論研究Ⅰ

２

２

２

国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ 論 研 究 Ⅱ

単位

２

２

２

２

２

２

２

２

経 営 情 報 系 列 特 論 Ｃ

経 営 情 報 系 列 特 論 Ｄ

経 営 情 報 系 列 演 習 Ⅰ

経 営 情 報 系 列 演 習 Ⅱ

２

経
　
営
　
情
　
報
　
系
　
列

人 的 資 源 管 理 論 研 究 Ⅰ

人 的 資 源 管 理 論 研 究 Ⅱ

現 代 企 業 論 研 究 Ⅰ

商 学 系 列 演 習 Ⅰ

商 学 系 列 演 習 Ⅱ

商 学 系 列 演 習 Ⅳ

商 学 系 列 演 習 Ⅲ

商
　
学
　
系
　
列

主
　
　
　
　
　
要
　
　
　
　
　
科
　
　
　
　
　
目

商 学 系 列 特 論 Ａ

経 営 情 報 系 列 演 習 Ⅳ

２

２

２

２

２

２

２

経 営 情 報 系 列 演 習 Ⅲ

２

単位授　　業　　科　　目

経 営 情 報 系 列 特 論 Ａ

経 営 情 報 系 列 特 論 Ｂ

経 営 工 学 研 究 Ⅰ



商学研究科　博士課程(後期）　商学専攻

２

２

２

２

２

単位

２

２

２

２

２

交 通 論 特 殊 研 究 Ⅰ
交 通 論 特 殊 研 究 Ⅱ

２

２

ベンチャー起業論特殊研究Ⅱ

経 営 学 特 殊 研 究 Ⅰ

経 営 学 特 殊 研 究 Ⅱ

２

２

２

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ論特殊研究Ⅰ

貿 易 論 特 殊 研 究 Ⅱ
金 融 論 特 殊 研 究 Ⅰ

商 学 特 殊 研 究 Ⅱ

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ論特殊研究Ⅱ
流 通 論 特 殊 研 究 Ⅰ
流 通 論 特 殊 研 究 Ⅱ

２

２

会 計 学 研 究 Ⅰ

会 計 学 研 究 Ⅱ

商 学 特 殊 研 究 Ⅰ

授　　業　　科　　目

経 営 分 析 研 究 Ⅱ

監 査 論 研 究 Ⅰ

現 代 会 計 実 務 研 究 Ⅰ

現 代 会 計 実 務 研 究 Ⅱ

管 理 会 計 論 研 究 Ⅰ

国 税 徴 収 法 Ⅱ

会 計 学 系 列 特 論 Ａ

会 計 学 系 列 特 論 Ｂ

会 計 学 系 列 特 論 Ｃ

監 査 論 研 究 Ⅱ

国 際 会 計 研 究 Ⅰ

国 際 会 計 研 究 Ⅱ

管 理 会 計 論 研 究 Ⅱ

統 計 学 研 究 Ⅱ

会 計 学 系 列 特 論 Ｄ

授　　業　　科　　目

統 計 学 研 究 Ⅰ

会 計 学 系 列 演 習 Ⅰ

会 計 学 系 列 演 習 Ⅱ

会 計 学 系 列 演 習 Ⅳ

経 営 分 析 研 究 Ⅰ

会 計 学 系 列 演 習 Ⅲ

２

２

２

２

２

２

単位

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

経 営 管 理 論 特 殊 研 究 Ⅰ

ベンチャー起業論特殊研究Ⅰ

貿 易 論 特 殊 研 究 Ⅰ

金 融 論 特 殊 研 究 Ⅱ
リ ス ク ・ 保 険 論 特 殊 研 究 Ⅰ
リ ス ク ・ 保 険 論 特 殊 研 究 Ⅱ

経 営 工 学 特 殊 研 究 Ⅰ
経 営 工 学 特 殊 研 究 Ⅱ
情 報 経 営 論 特 殊 研 究 Ⅰ
情 報 経 営 論 特 殊 研 究 Ⅱ

経 営 管 理 論 特 殊 研 究 Ⅱ

経 営 組 織 論 特 殊 研 究 Ⅰ
経 営 組 織 論 特 殊 研 究 Ⅱ

特 殊 演 習 Ⅳ

経 営 分 析 特 殊 研 究 Ⅰ
経 営 分 析 特 殊 研 究 Ⅱ

会 計 学 特 殊 研 究 Ⅰ
会 計 学 特 殊 研 究 Ⅱ
管 理 会 計 論 特 殊 研 究 Ⅰ
管 理 会 計 論 特 殊 研 究 Ⅱ

２

２

２

特 殊 演 習 Ⅰ
特 殊 演 習 Ⅱ
特 殊 演 習 Ⅲ

特 殊 演 習 Ⅵ １

１

１

１

２

２

２

２

２

国 税 徴 収 法 Ⅰ

１

２

２

１

主
　
　
　
要
　
　
　
科
　
　
　
目

２

２

２

特 殊 演 習 Ⅴ

２

２

２

２

所 得 税 法 Ⅰ

所 得 税 法 Ⅱ

法 人 税 法 Ⅰ

法 人 税 法 Ⅱ

相 続 税 法 Ⅰ

相 続 税 法 Ⅱ

２

２

２

２

２

租 税 法 研 究 Ⅰ

租 税 法 研 究 Ⅱ

２

会
　
計
　
学
　
系
　
列

特殊科目

租
税
法
系
列

主
　
　
　
要
　
　
　
科
　
　
　
目

租 税 法 系 列 演 習 Ⅰ

租 税 法 系 列 演 習 Ⅱ

租 税 法 系 列 演 習 Ⅲ

租 税 法 系 列 演 習 Ⅳ

２



経済学研究科　博士課程（前期）　経済学専攻

研究科目
の 種 類

単位
研究科目
の 種 類

単位

４ Ａ ２

理 論 経 済 学 研 究 Ａ ２ Ｂ ２

理 論 経 済 学 研 究 Ｂ ２ Ａ ２

経 済 史 研 究 Ａ ２ Ｂ ２

経 済 史 研 究 Ｂ ２ Ａ ２

西 洋 経 済 史 研 究 Ａ ２ Ｂ ２

西 洋 経 済 史 研 究 Ｂ ２

計 量 経 済 学 研 究 Ａ ２ Ａ ２

計 量 経 済 学 研 究 Ｂ ２ Ｂ ２

統 計 学 研 究 Ａ ２ Ａ ２

統 計 学 研 究 Ｂ ２ Ｂ ２

情 報 処 理 論 研 究 Ａ ２ Ａ ２

情 報 処 理 論 研 究 Ｂ ２ Ｂ ２

Ａ ２

経 済 統 計 研 究 Ａ ２ Ｂ ２

経 済 統 計 研 究 Ｂ ２ １

１

１ 経 済 学 特 論 研 究 ２

１ Ａ ２

経 済 政 策 研 究 Ａ ２ Ｂ ２

経 済 政 策 研 究 Ｂ ２ Ａ ２

公 共 経 済 学 研 究 Ａ ２ Ｂ ２

公 共 経 済 学 研 究 Ｂ ２ ２

財 政 学 研 究 Ａ ２ Ａ ２

財 政 学 研 究 Ｂ ２ Ｂ ２

租 税 論 基 礎 研 究 Ａ ２ １

租 税 論 基 礎 研 究 Ｂ ２

金 融 経 済 論 研 究 Ａ ２

金 融 経 済 論 研 究 Ｂ ２

労 働 経 済 論 研 究 Ａ ２

労 働 経 済 論 研 究 Ｂ ２

社 会 政 策 研 究 Ａ ２

社 会 政 策 研 究 Ｂ ２

社 会 保 障 論 研 究 Ａ ２

社 会 保 障 論 研 究 Ｂ ２

日 本 経 済 論 研 究 Ａ ２

日 本 経 済 論 研 究 Ｂ ２

産 業 組 織 論 研 究 Ａ ２

産 業 組 織 論 研 究 Ｂ ２

１

１

経 済 体 制 論 研 究

租 税 法 研 究

租 税 法 研 究

地
域
経
済
論

政 策 法 学 特 別 研 究

ア メ リ カ 経 済 論 研 究

ア メ リ カ 経 済 論 研 究

ヨ ー ロ ッ パ 経 済 論 研 究

ヨ ー ロ ッ パ 経 済 論 研 究

特
　
別
　
科
　
目

英 語 文 献 講 読 演 習

英 語 文 献 講 読 演 習

ア ジ ア 経 済 論 研 究

ア ジ ア 経 済 論 研 究

日 本 語 文 献 講 読 演 習

日 本 語 文 献 講 読 演 習

主
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
要
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
科
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
目

授　業　科　目

第
２
学
群
　
経
済
政
策
研
究
科
目

主　　専　　攻　　演　　習　　Ⅱ

区　分

第
１
学
群
 
経
済
理
論
・
歴
史
・
実
証
基
礎
科
目

副　　専　　攻　　演　　習　　Ⅱ

日
本
経
済
・

産
業
組
織
論

財
　
政
　
学

副　　専　　攻　　演　　習　　Ⅰ

理
論
経
済
学

経
 
済
 
史

計
量
経
済
学

・
統
計
学

統
計
情
報

解
析

理 論 経 済 学 基 礎 研 究

区　分 授　業　科　目

国 際 経 済 学 研 究

国 際 経 済 学 研 究

主
　
　
要
　
　
科
　
　
目

第
３
学
群
　
国
際
経
済
研
究
科
目

主　　専　　攻　　演　　習　　Ⅲ

副　　専　　攻　　演　　習　　Ⅲ

経 済 開 発 論 研 究

経 済 開 発 論 研 究

経 済 体 制 論 研 究

共　　　　　同　　　　　演　　　　　習

金
融
経
済

社
会
・
労
働
経
済
学

国 際 金 融 論 研 究

国
際
経
済
学

経
済
開
発
論

国 際 金 融 論 研 究

主　　専　　攻　　演　　習　　Ⅰ

経
済
統
計
学

経
済
政
策
・

公
共
経
済
学

計量経済学・統計学

計量経済学・統計学



経済学研究科　博士課程（後期）　経済学専攻

単位

理論経済学研究科目

２

２

２

経済史研究科目

２

２

計量経済学・統計学研究科目

２

２

２

統計情報解析研究科目

２

経済統計学研究科目

２

２

主専攻上級演習Ⅰ １

副専攻上級演習Ⅰ １

経済政策・公共経済学研究科目

２

２

財政学研究科目

２

２

金融経済研究科目

２

２

社会・労働経済学研究科目

２

２

２

日本経済・産業組織論研究科目

２

２

主専攻上級演習Ⅱ １

副専攻上級演習Ⅱ １

国際経済学研究科目

２

２

２

経済開発研究科目

２

２

２

地域経済論研究科目

２

２

主専攻上級演習Ⅲ １

副専攻上級演習Ⅲ １

１

区　分

　
第
１
学
群
　
経
済
理
論
・
歴
史
・

　
　
　
　
　
　
実
証
基
礎
上
級
・
特
別
研
究
科
目

授　業　科　目

国際経済学上級研究

労働経済論特別研究

人 口 論 研 究

金 融 政 策 論 研 究

金 融 機 構 論 研 究

財 政 学 特 別 研 究

租 税 論 研 究

上　　級　　共　　同　　演　　習

社会保障論特別研究

各国経済・地域経済論特別研究

経 済 体 制 論 特 別 研 究

応用国際経済学研究

国際金融論特別研究

経 済 開 発 理 論 研 究

経 済 開 発 特 別 研 究

開発協力政策論研究

第
３
学
群
　
国
際
経
済
上
級
・

　
　
　
　
　
　
特
別
研
究
科
目

第
２
学
群
　
経
済
政
策
上
級
・
特
別
研
究
科
目

主
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
要
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
科
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
目

経 済 政 策 特 別 研 究

公共経済学特別研究

経 済 統 計 理 論 研 究

国民経済計算論研究

日本経済論特別研究

産業組織論特別研究

日本経済史特別研究

外国経済史特別研究

理論経済学上級研究

マクロ経済理論研究

ミクロ経済理論研究

統 計 解 析 上 級 研 究

計量経済学上級研究

応用計量経済学研究

統 計 学 上 級 研 究



別表１（第11条）

単位 単位

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2

2

アジア太平洋地域研究A 言語コミュニケーション論研究A

国際NGO論研究A国際金融論研究A

国際経営学研究B

国際開発論研究A

国際開発論研究B

国際経営学研究A

国際関係学研究科　修士課程　国際関係学研究専攻

授業科目 授業科目

A群
国際関係学

国際政治学研究A

C群
国際動態論

国際理解論研究A

国際政治学研究B 国際理解論研究B

国際平和思想研究A 国際協力論研究A

国際平和思想研究B 国際協力論研究B

国際法研究A

国際広報戦略論研究B

地域紛争論研究A

国際法研究B 地域紛争論研究B

国際経済学研究A 世界環境論研究A

B群
国際地域研究

北東アジア地域研究A 国際広報戦略論研究A

北東アジア地域研究B

中東地域研究A
D群

国際特講

国際実務研究

中東地域研究B 学外実習(Ⅰ)

国際経済学研究B 世界環境論研究B

修論演習

アメリカ地域研究A

アメリカ地域研究B

アジア太平洋地域研究B

ヨーロッパ地域研究A 学外実習(Ⅱ)

ヨーロッパ地域研究B

言語コミュニケーション論研究B

放送ジャーナリズム論研究B

国際報道論研究A

国際報道論研究B

放送ジャーナリズム論研究A

国際金融論研究B 国際NGO論研究B



単位 単位

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2

2

2

2

2

2

2

2

授業科目 授業科目

A群
Methodology

国際関係学研究科　修士課程　国際関係学研究専攻　イングリッシュ・トラック

Quantitative
Research Methods

Qualitative Research
Methods

C群
Regional
Studies

International Relations of
the Pacific Rim

Japanese Politics
and Foreign Policy

International Relations of
the  Middle East

International
Relations of Asia

Japanese Economy

U.S. Politics and
Foreign Policy

International
Relations of  Europe

International
Cooperation

Comparative Politics

Human Security

修論演習（MA Thesis Seminar）

International
Integration

Global Finance

Public Diplomacy

B群
Functional
Studies

International
Security

Regional Conflict
Resolution

Global Environment：
Issues and Policies

Global Politics

International Law

International
Organizations

Global Economy

International
Development
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臨床心理学研究科　博士課程（前期）　 臨床心理学研究科　博士課程（後期）　

臨床心理学専攻 臨床心理学専攻

［臨床心理学分野］

［精神医学分野］

［基礎心理学分野］

［学校教育に係る分野］

単位

４

４

２

２

４

４

２

２

学 校 教 育 学 特 論

４

４

２

心 理 学 特 論 １

心 理 学 特 論 ２

病 院 臨 床 特 論

人 格 心 理 学 特 論

社 会 心 理 学 特 論

心 理 学 研 究 法 特 論

発 達 心 理 学 特 論

認 知 心 理 学 特 論

心 理 療 法 特 論 ３

精 神 医 学 特 論

医 学 的 心 理 学 特 論

臨 床 心 理 査 定 実 習 ２

神 経 心 理 学 特 論

学 校 臨 床 心 理 学 特 論

臨 床 心 理 学 講 読

臨 床 心 理 学 実 践 学 実 習

臨 床 心 理 査 定 実 習 １

選
　
　
　
　
択
　
　
　
　
科
　
　
　
　
目

イ メ ー ジ 療 法 特 論

必
 
修
 
科
 
目

臨 床 心 理 面 接 特 論

臨 床 心 理 査 定 特 論 １

臨 床 心 理 査 定 特 論 ２

臨 床 心 理 基 礎 実 習 １

心 理 学 統 計 法 特 論

発 達 臨 床 学 特 論

犯 罪 心 理 学 特 論

授　　業　　科　　目

臨 床 心 理 基 礎 実 習 ２

臨 床 心 理 実 習

学 外 実 習

臨 床 心 理 学 特 論

臨 床 心 理 面 接 概 論

２

２

２

２

４

２

２

２

２

演 習 １

演 習 ２

家 族 力 動 論 特 論

２

精 神 分 析 学

心 理 療 法 特 論 １

心 理 療 法 特 論 ２

２

２

４

４

２

２

２

２

２

２

４

４

２

４

４

４

２

授　　業　　科　　目 単位

主
　
要
　
科
　
目

４

４

４

   演    習    １

   演    習    ２

   演    習    ３

２

２

選
択
科
目

４

４

   人 格 心 理 学 研 究

   社 会 的 行 動 論 研 究

   外 書 講 読 研 究 ４

   精 神 分 析 学 研 究

   精 神 医 学 研 究

   臨 床 心 理 学 研 究

   心 理 療 法 研 究

   家 族 力 動 論 研 究

   分 析 心 理 学 研 究



別表２（第１９条）

 博士課程（前期） ３２単位　　　　

 博士課程（後期） １８単位　　　　

 博士課程（前期） ３２単位　　　　

 博士課程（後期） ２６単位（標準）

 修士課程 ３２単位　　　　

 博士課程（前期） ４０単位　　　　

 博士課程（後期） １８単位　　　　

別表３（第２６条及び第３８条）

第２６条　入学検定料　　　３２，０００円

第３８条　入学金及び学費 （単位：円）

臨 床 心 理 学 研 究 科

国 際 関 係 学 研 究 科 国 際 関 係 学 研 究 専 攻

商 学 専 攻

商 学 専 攻

経 済 学 研 究 科

経 済 学 研 究 科

２年（標準）

専　　攻

商 学 研 究 科

商 学 研 究 科

経 済 学 専 攻

経 済 学 専 攻

研　　究　　科 必要修得単位数

臨床心理学研究科

２５０，０００入　　　学　　　金

国 際 関 係 学 研 究 科

１，０９０，０００

施　　　設　　　費

６８０，０００

８８０，０００

合　　　　　　 　　　計

授　　　業　　　料

在学期間

２年（標準）

３年（標準）

２年（標準）

臨 床 心 理 学 研 究 科

学
　
費 小　　　　　　　計

臨 床 心 理 学 専 攻

３年（標準）

商 学 研 究 科

経 済 学 研 究 科

２年（標準）

３年（標準）

臨 床 心 理 学 専 攻

１，１３０，０００

６４０，０００

８４０，０００

２００，０００


